介護サービス事業の運営等に関する留意事項
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平成２８年１２月

宮崎市　福祉部　介護保険課

１　各サービス共通事項

(1)　実地指導及び指導監査における指摘事項等について
ア　運営規程･重要事項説明書関係
・　運営規程・重要事項説明書に記載されている内容と、実際の運営状況が異なっていますので、運営規程等の見直しを行ってください。
　　　　　（例）利用料について

誤・・・介護報酬告示上の額の１割の額
　　　　　　　　正・・・介護報酬告示上の額の１割または２割の額

イ　資格関係
・　資格を必要とする職種に従事する職員の免許証等の写しを事業所で保管するようにしてください。

・　結婚等により苗字が変わった場合は、免許証等の更新等の手続きを行うようにしてください。
ウ　職員間の情報共有
　・　研修報告や苦情の記録について、ミーティングや供覧により職員全員が情報を共有できるようにし、職員のスキルアップに努めてください。また、積極的に外部研修に参加し、その内容を職員に周知するとともに、関係書類を保管してください。
エ　サービス提供の記録関係

・　サービスを提供した際には、提供日時、具体的なサービスの内容、利用者の状況等を記録するとともに、目標に沿った記録を残し、アセスメントやモニタリングに活かしてください。

　
オ　災害対策関係
・　避難口や避難経路に避難時の障害となる備品等が置かれていますので、避難の妨げとならないようにしてください。
カ　掲示関係
・　事業所の見やすい場所に、運営規程の概要及び従業者の勤務の体制、その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項等を掲示してください。
　　キ　会計区分
　　　・　介護保険事業と他の事業（各サービス種別も別事業）等の経理・会計を区分するようにしてください。（事務的経費等については、按分するなどの方法により会計を区分してください。）

　　※　今年度実地指導の対象となっていない事業所等は、これら上記の指導事項等に該当しないか各事業所等で確認し、該当する場合は、早急に改善を行ってください。これら上記の指摘事項は、毎年同様の指導事項となっていますので、今後指導事項とならないようご留意ください。

(2)　集団指導における資料について
・　今年度実施しました集団指導について、当日資料をホームページに掲載しています。

　　今年度は、新規事業所を対象に実施しました。基本的な内容となっていますので、全事業所とも必ずご確認ください。


(3)　各種届出における留意事項等について
・　事業所の移転や、設備の変更等を行う場合は、事前にご相談ください。
　　事業所の新設、移転、増築については、介護保険課だけでなく、関係各課での確認が必要です。

①都市計画課で、事業所として予定している場所がどういった土地（市街化区域、住居専用地域等）であるかを確認。②開発指導課で、どういった土地であるかを伝えて、予定している事業が行える場所か確認。③建築指導課で、どういった土地であるかを伝えて、予定している事業が行える場所か確認。（②と③の順番はどちらでも結構です）
関係各課で認められない場合、介護保険課としても受理することはできません。
(4)　各種報告における留意事項等について
ア　事故関係

・　介護サービスの提供中に事故が発生した場合は、宮崎市へ報告を行うことが条例により義務付けられています。

・　事故発生から３日以内に「介護保険事故状況報告書２－１」（事故発生の報告）、事故発生から１か月以内に「介護保険事故状況報告書２－２」（事故後の経過等や今後の改善策等の報告）にて報告してください。事故の対応が１か月を超える場合は２－２の様式で１か月毎に経過報告をしてください（報告書の提出については、ＦＡＸやメールでも構いません）。

・　事故報告が必要な事故は以下のようなものです。

	【報告が必要な事故】

①利用者の死亡

②負傷等（医療機関受診が必要なもの。念のため受診したが異常なしの場合も含む。）
③誤薬（服薬を間違える等の事故で、結果的に異常なしの場合も含む。）…※

④利用者家族等からの苦情につながると思われるもの
⑤その他、報告が必要と判断されるもの（施設長や第三者委員会等の判断による。）


※　事故報告要件について、平成２６年４月１日より、従前の「緊急搬送を必要としたもの」を削除し「誤薬（服薬を間違える等の事故で、結果的に異常なしの場合も含む。）」を追加し、適用していますのでご留意ください。

・　報告書の提出については、利用者の死亡など重大な事故と判断されるものについては、介護保険課に直接提出してください。

・　提出漏れや提出の遅延が散見されますので、定められた期間内に提出漏れがないよう報告をしてください。

・　提出していただいている報告書について、下記のような事例等がみられていますので、提出前に、事業所内での事故防止委員会やミーティング等での検討や報告書内容を確認された上での提出をお願いいたします。また、再発防止の取り組みが重要となりますので、“事故の原因・背景”や“今後の対策・改善策”について事業所で検討した内容を具体的に報告してください。

	①記入内容の間違いや記入漏れ

　（被保険者番号、生年月日、要介護度、経過日時、自立度　等）

②文章が途中で途切れている

③「介護保険事故状況報告書２-２」の“事故の原因・背景”や“今後の対策・改善策”についての記載内容が具体的ではない
④転倒や誤薬など同じような原因での事故が繰り返されている例がある


※　特に「誤薬」については、事業所によっては同じような人為的なミスが原因（基本的な手順を行っていない等）で誤薬が繰り返し起こっている事例がみられます。結果として大きな問題がなかったとしても、誤薬は本来起きてはならない事故ですので、服薬に関するマニュアルを整備し、職員全員に手順を周知する等に努めてください。
・　事業所の指定にあたり、賠償責任保険の加入状況を確認させて頂いていますが、保険の更新等を確実に行ってください。今までに、未更新で事故が発生し重大な問題となった例がありましたので、特に注意してください。また、事故が発生した場合、事業所のみの判断で保険の適用や賠償の必要性を判断せず、保険会社等にも相談しながら適切に対応するようにしてください。

・　事故防止や発生時の対応に関するマニュアルを作成したり、事業所内部での研修の実施、外部研修へ参加する等にて、事業所全体で事故防止は発生時の対応が適切に行えるようにしてください。

イ　感染症関係

・　インフルエンザ、ノロウイルス、レジオネラ症等の感染症若しくは食中毒の発生又はそれが疑われる以下の場合は、宮崎市保健所及び介護保険課への報告が必要です。事業所内で感染症の集団発生が確認された場合は、まずは電話で、早急に報告をお願いします。
	①同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤な患者が１週間内に２名以上発生した場合

②同一の有症状者等が１０名以上又は全利用者の半数以上発生した場合
③上記以外において、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に管理者等が報告を必要と認めた場合


今年度、感染症の集団発生（疑い含む）の報告があった事業所：2事業所

現地確認を行い、主に以下の内容を指導しました。


集団感染が発生すると、衛生面だけでなく、（体温測定の記録の報告等）事務的な負担も増加することになります。各事業所内で、適宜、感染症に関するマニュアルの作成・見直しや内部での研修等を行い、感染症を未然に防ぐよう努めてください。
(5)　ケアマネジメントについて
・　ケアプランの主語は「本人」になるようにしてください。

・　ケアマネジメントの基本となるアセスメントは具体的に、適切に行ってください。

・　各個人ではなく、多職種で連携するようにしてください。

・　ケアマネジメントの一連の流れが適切に行われていないことがあります。下記の図を参考にしてください。

　　　■ケアマネジメントの流れ





※平成25年1月21日　第42回　社会保障審議会介護保険部会　資料より抜粋

(6)　身体拘束廃止について
・　身体拘束は原則禁止となっています。

・　事業所全体で日頃から身体拘束廃止に取り組めるよう、指針やマニュアル、様式等を整備してください。

・　詳細は厚生労働省の「身体拘束ゼロへの手引」を参照ください。

（インターネットで「身体拘束ゼロへの手引き」と検索するとダウンロードできます。）

(7)　市に寄せられた苦情等について
市への苦情は、介護サービス利用者や介護事業所の従業員から寄せられており、その内容もさまざまです。
苦情が寄せられた場合、市は、苦情の報告者から内容の詳細を聞き取り、各事業所に対して、資料提出や事情聴取等を求めるなど、事実確認を行った上で、必要な指導を行なうことになります。指導を受けた事業所においては、苦情の背景や原因の分析を行うとともに、明らかとなった原因に対する改善策として、必要な対策（各種マニュアルや体制の整備、介護報酬の返還等）を講じ、市への報告や利用者への説明を行うことになります。
■苦情対応の流れ


　　　　　　　　　事業所に不適切な

　　　　　　　　　対応がなければ終了
近年は、マスコミで介護事故等に係る事案が複数報道され、利用者やそのご家族から厳しい目が向けられているほか、内容によっては、苦情対応が長期化するケースや訴訟にまで発展するケースが出ています。苦情対応には、時間や労力がかかるほか、介護報酬返還や賠償など経済的な負担も生じることがありますので、各事業所において、適正な事業所運営に努めてください。
■今年度の苦情と事業所が実地した改善策（主なもの）




市に寄せられる苦情は、介護事故が起こったときなどに、事業所の説明が不足していることに不信感を募らせて苦情申し立てに至ったケースが多く見られます。各事業所において、利用者や家族の対応について再確認し、利用者が不信感を抱くことがないよう、丁寧な説明に努めてください。
(8)　その他留意事項等について
ア　非常災害時の体制整備の強化・徹底（訪問系、福祉用具、居宅介護支援は除く。）

　　平成２８年８月３１日に、岩手県の認知症高齢者グループホームにおいて、台風に伴う暴風及び豪雨による災害が発生し、多数の利用者が亡くなるという痛ましい被害がありました。今回の被害の状況を踏まえ、厚生労働省から特に留意すべき事故について通知がありましたので、各事業所等において、適切に対応してください。
　　また、非常災害対策計画の策定状況や避難訓練の状況については、年末時点の状況を調査する予定です。
　　【非常災害対策計画に盛り込む項目例】
○介護保険施設等の立地条件（地形等）

　　　○災害に関する情報の入手方法

　　　○避難場所・経路・方法　　　　　　　など

　　　※詳細については、以下の通知等をご確認ください。


イ　重複する記録やデータの保存
　　　　介護の記録やサービス提供記録等で、重複する記録があり、記入洩れにより、どちらが正しい記録か不明となる場合や、提出が必要な書類をデータで保存しており、管理者等の変更でデータがどこにあるか分からず、後日提出となった場合等、当時のサービス提供や記録の有無など、信憑性に欠ける事例がありました。

記録する様式の変更やデータだけでの紙での保存を行うなど、各事業所で工夫を行い、適正な記録及び保存をお願いします。

※　署名や押印が必要なものは必ず紙での保存が必要です。

※　書類の保存年限については、５年保存または２年保存か確認した上で、適切な保存をお願いします。

※　記録の有無や書類の不備については、介護報酬等の返還が生じる可能性があります。

ウ　預かり金等の管理
　　利用者が金銭管理を出来ないなどの事情により、事業所で利用者の通帳や金銭を預かる場合、一人の職員が払い出しを出来ないよう、印鑑や通帳を別々の職員が管理したり、金庫の鍵を管理者が保管するなど取扱いに留意し、重要事項説明等で利用者やその家族等からの同意を得るなど、リスクマネジメントとして管理体制を徹底してください。

　　横領など刑事事件に及ぶ例もあり、代表者が監督責任を問われる恐れもありますので、厳重な取扱いをお願いします。

エ　宮崎市からの各種情報連絡
宮崎市から介護保険事業者に対する各種情報連絡については、宮崎市ホームページに掲載することとしております。情報提供から重要な通知まで様々な文書等を掲載しますので、週１回程度は確認するようにしてください。

なお、特に重要な通知等については、郵送またはメールにて行います。


オ　質問
介護保険（人員基準や介護報酬の算定など）に関する質問については、指定様式『質問連絡票』にてＦＡＸ又は、メールで提出してください。

質問する際には、質問の内容等を各事業所において必ず確認し、『事業所として考える回答』と『法令根拠等』を記入の上、提出してください。

　　　　また、質問については早急に回答するよう努めますが、その他事業所からの質問も受けているため、回答期日指定の質問等はご遠慮くださいますようお願いします。

　　　　なお、緊急を要する場合等は、電話でのご質問も受け付けますが、内容によっては即答できない場合もありますので、ご了承ください。

　　　

カ　宮崎市との事前協議等
　　　　協議事項等があり来庁される場合には、事前に担当者の予定を確認の上、お越しください。突然の訪問では担当者不在等により、対応ができない場合があります。

キ　医行為
喀痰吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部の喀痰吸引をいう。）及び経管栄養（胃ろう又は腸ろうによる経管栄養、経鼻経管栄養をいう。）は医行為に該当するため、医師、看護職員が行うこととされていましたが、平成２４年４月１日から、介護職員等においても、一定の研修を修了した上で、県の認定を受けた者に限り、実施することができるとされています。
各事業所においては、これらの資格を有する者により喀痰吸引等が実施されているかと思いますが、喀痰吸引等制度について改めて理解するとともに、その実施に当たっては法令遵守の徹底をお願いいたします。


ケ　事業所の連絡先
　　　　各事業所へ本市からの通知緊急連絡等において、メールアドレスを活用したいと考えています。まだ、メールアドレスの登録が済んでいない事業所につきましては、登録してください。
　　　　また、各種連絡先が変更となった場合は、変更の届出を提出してください。

　　　　なお、事業所にメールがない場合は、管理者等のメールアドレスを登録するなど、本市からの連絡が行き届くよう、ご協力ください。


２　訪問介護

　⑴　実地指導及び指導監査における指摘事項等について
　　ア　人員関係

　　（管理者）

　　　・　訪問介護事業所の管理者は、常勤であり、かつ、原則として専ら当該訪問介護事業所の管理業務に従事するものです。ただし、訪問介護事業所の管理業務に支障がない場合であって、以下の場合には、管理者が他の職務を兼ねることができます。

①当該訪問介護事業所の訪問介護員等としての職務に従事する場合

②同一敷地内にある他の事業所等の職務に従事する場合

管理者が、所在地の異なる有料老人ホームの職員や施設長等との兼務を行っている場合、上記のただし書きには該当しませんので、勤務体制の改善を図ってください。
　　イ　運営関係

　　（身分証）

　　　・　訪問介護事業者は、訪問介護員等に身分を証する書類を携行させ、利用者又はその家族から求められたときは、提示するよう指導しなければなりません。身分証の作成及び携行をしてください
　　ウ　報酬関係

　　（２人の訪問介護職員等による訪問介護について）

・　同時に２人の訪問介護員等により訪問介護を行う場合は、利用者又はその家族等の同意を得ている場合であって、次のいずれかに該当する場合に算定できます。
イ　利用者の身体的理由により１人の訪問介護員等による介護が困難と認められる場合

ロ　暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合

ハ　その他利用者の状況から判断して、イ又はロに準ずると認められる場合

　利用者又は家族等の同意については、２人介助について訪問介護計画書に位置付けて同意を得る等、客観的にみても同意が得られていることがわかるようにしてください。

　　（特定事業所加算Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）

・　加算の算定には、全ての訪問介護職員等に対し、訪問介護員等ごとに研修計画を作成、当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していなければなりません。
　研修計画については、個別具体的な研修の目標、内容等を定めた計画とし、また、受講した研修内容について、他の職員にも共有できるようにしてください。
　　（初回加算）

・　初回加算は、新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、「サービス提供責任者が初回若しくは初回の指定訪問介護を行った日の属する月に指定訪問介護を行った場合」又は「当該指定訪問介護事業所のその他の訪問介護員等が初回若しくは初回の指定訪問介護を行った日の属する月に指定訪問介護を行った際にサービス提供責任者が同行した場合」に算定できます。

　サービス提供責任者が同行した場合に、同行訪問した旨の記録がない事業所があります。必ず記録をとるようにしてください。
　　（その他）
　　　・　加算の算定にあたっては、算定要件を充分に確認し、要件を満たした上で、算定するようにしてください。

⑵　事業所から市に寄せられたQ＆Aから特に留意していただきたいものについて
ア　訪問介護員の他事業所との兼務
＜質問＞　訪問介護員が同法人の経営する有料老人ホームの職員と兼務することは可能ですか。
＜回答＞　兼務することは可能ですが、訪問介護員等の員数は、常勤換算法で、２．５人以上が必要となりますので、勤務表等を明確に区分し、人員基準を満たしていることが客観的に示すことができるようにしてください。また、勤務表においては、訪問介護員等について、日々の勤務時間、職務内容、常勤・非常勤の別、兼務関係等を明確にする必要があります。
イ　緊急時訪問介護加算
＜質問＞　利用者からの要請により、訪問介護を緊急に行った場合の算定は可能ですか。
＜回答＞　緊急時訪問介護加算は、利用者又はその家族等からの要請に基づき、当該訪問介護事業所のサービス提供責任者が指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員と連携し、介護支援専門員が必要と認めた場合に、当該訪問介護事業所の訪問介護等が当該利用者の居宅サービス計画において、計画的に訪問することとなっていない訪問介護を緊急に行った場合に算定できます。緊急に行った場合とは、居宅サービス計画に位置付けられていない訪問介護（身体介護が中心のものに限る）を、要請を受けてから２４時間以内に行った場合です。
３　通所介護（地域密着型通所介護を含む）
⑴　実地指導及び指導監査における指摘事項等について
　　ア　人員関係

　　（勤務体制の確保）

・　勤務表が通所介護事業所としての人員基準を満たしているか不明確です。月ごとに日々の勤務時間、勤務内容、常勤や非常勤の別、兼務の状況について明確に定めてください。

　　（機能訓練指導員）
・　機能訓練指導員として従事する職員が配置されていませんので、職員配置を見直し、機能訓練指導員を必ず配置するようにしてください（機能訓練に関する加算を算定しない場合でも、機能訓練指導員の配置は必要です。）。
　イ　設備関係について
　　（食堂・機能訓練室）

・　事業所内の食堂・機能訓練室に机や物品が置かれ、機能訓練スペースが狭くなっていました。備品や器具の配置を見直し、適正な機能訓練ができるようにしてください。

　ウ　報酬関係

　　（通所介護費）

・　利用者の心身の状況により、当日キャンセルされた場合に、通所サービスの提供がないにもかかわらず、通所介護費を算定している事例がありました。介護記録やサービス提供記録を確認し、適切な算定を行ってください。
　　（個別機能訓練加算）

・　機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上で、居宅での生活状況を確認し、利用者又はその家族に対して、機能訓練の内容と進捗状況を説明することとなっています。利用者の居宅を訪問したことが確認できる根拠資料がありませんでしたので、記録を残すようにしてください。
　　（個別機能訓練加算、運動器機能向上加算）

・　計画の作成にあたって、理学療法士等、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して作成したことがわかるよう記録を残してください。
　　（入浴介助加算）

・　利用者の拒否等により入浴介助を実施していないにもかかわらず、入浴介助加算が算定されている事例がありました。計画に位置付けられた回数やサービス提供記録を確認し、適切な算定を行ってください。
　　（送迎減算）

・　送迎が片道や無い利用者について、送迎減算が算定されていない事例がありました。送迎の有無等を記録及び確認し、適切な算定を行ってください。
４　短期入所生活介護
　⑴　事業所から市に寄せられたQ＆Aから特に留意していただきたいものについて
ア　緊急の短期入所受入
　　＜質問＞　短期入所利用者様の緊急の短期入所受け入れについて

　　　　　　　①　通所介護や通所リハビリテーション（以下、通所サービス）を利用されており、介護者やご家族がやむを得ない事情により緊急で短期入所生活介護（以下、ショート）を利用することは可能か
②　通所サービスを利用時に、緊急でショートステイを利用した場合、通所サービス・ショート双方の加算が算定することは可能か。（緊急受け入れ加算ではなく、サービス提供加算等）

③　担当する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、緊急の必要性の判断をした場合は、利用の理由、期間、緊急受け入れ後の対応などの事項を記録するのは、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員・受け入れサービス事業所ともに必要か。
④　加算を算定する場合は、７日を限度としているが、利用者の介護する家族の疾病が当初の予想を超えて長期間に及び在宅復帰ができない場合は、その状況を記録した上で１４日を限度に引き続き算定が出来るとなっているが、緊急の受け入れ算定をしない場合も記録が必要か。
　　＜回答＞　　①　お見込みのとおりです。ただし、「厚生労働大臣が定める者」の対象者であることにご留意ください。

　　②　入所当日にあっては、通所サービス及びショートを同日利用した分の加算の算定は可能です。

　　③　指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員と受け入れサービス事業所の密接な連携が必要となるため、共に記録が必要と考えます。

　　④　算定するかどうかは事業所の判断となりますが、7日を超えて（14日を限度とする）受入れ（サービスの提供）をした際は、記録が必要となります。また、利用者負担軽減に配慮する観点から、機械的に加算算定を継続するのではなく、随時、適切なアセスメントによる代替手段の確保等について、十分に検討してください。
５　特定施設入居者生活介護

　⑴　実地指導及び指導監査における指摘事項等について
　　ア　人員関係
　　（勤務体制の確保）

・　勤務表において、人員基準を満たしているかどうか不明確です。月ごとに日々の勤務時間、勤務内容、常勤や非常勤の別、兼務の状況について明確に定めてください。特に「他の居宅サービス事業所や有料老人ホーム等との併設事業所（以下、他の事業所）」について、他の事業所の職務を兼務している職員については、各事業所において勤務表を作成し、それぞれの勤務表に明記するようにしてください。
　　イ　報酬関係

　　（看取り介護加算）
　　　・　「看取りに関する指針」について、生活相談員、介護職員、看護職員、介護支援専門員等その他の職種の者による協議の上、看取りに関する指針を定め、適宜指針の見直しを行ってください。なお、その際当該施設における看取りに関する考え方等を盛り込んでください。
６　地域密着型サービス

⑴　その他留意事項等について

ア　運営関係
（運営推進会議等）

・　介護保険法の改正により、平成28年4月1日から、利用定員18人以下の小規模な通所介護が地域密着型サービスへ移行し、地域密着型通所介護が創設されました。それに伴い、地域密着型通所介護及び認知症対応型通所介護においても、運営推進会議の開催が義務づけられました。

　つきましては、「地域密着型サービス事業所における運営推進会議等の適切な実施について」という留意事項をホームページに掲載しておりますので、必ずご確認いただき、適切な実施に努めください。

　なお、運営推進会議等の構成員である地域住民の代表者（町内会役員、民生委員、老人クラブの代表等）の方々には、会議への出席をご理解いただくための丁寧な説明をお願いしますとともに、会議への参加等によるご負担が一定の方々に偏ることのないようご配慮ください。

７　小規模多機能型居宅介護（看護小規模多機能型居宅介護も含む）
⑴　実地指導及び指導監査における指摘事項等について
ア　人員関係

　　（宿直勤務）
・　宿直勤務にあたる職員は、主として登録者からの連絡を受けて訪問サービスに対応するために配置されるものであり、宿直勤務に必要な数以上の配置を必要とします。勤務表等で宿直勤務にあたる従業者を明確にしてください。
イ　報酬関係
　　（短期利用居宅介護費）
・　利用の開始にあたっては、あらかじめ７日以内（利用者の日常生活上の世話を行う家族等の疾病等やむを得ない事業がある場合は１４日以内）の利用期間を定めておかなければなりませんので、運営規程や重要事項説明書等において定めてください。
　　（サービス提供体制強化加算）
・　加算の算定には、全ての小規模多機能型居宅介護従業者に対し、従業者ごとに研修計画を作成し、研修を実施又は実施を予定していなければなりません。

　　また、利用者に関する情報や留意事項の伝達又は従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開催しなければなりません。参加できなかった従業者については、資料の供覧を行うだけでなく、参加した管理者等から直接会議の概要について伝達を受け、その記録を残してください。

８　居宅介護支援

⑴　その他留意事項等について
ア　特定事業所集中減算

　　（概要）

・　正当な理由なく、居宅介護支援事業所において前６ヶ月間に作成した居宅サービス計画に位置付けられた居宅介護支援給付管理の対象サービス（以下、訪問介護サービス等）の提供総数のうち、同一の訪問介護サービス等に係る事業者によって提供されたものの占める居宅サービス計画の割合が１００分の８０を超えている場合には、特定事業所集中減算として、判定期間に呼応する減算適用期間中、すべての居宅サービス計画に係る居宅介護支援費について、１月につき２００単位を所定単位数から減算します。

（判定期間、市への報告期限、減算適用期間等）
	
	判定期間
	市への報告期限
	減算適用期間

	前期
	３月１日～８月末日
	９月１５日
	１０月１日～３月３１日

	後期
	９月１日～２月末日
	３月１５日
	4月1日～９月３０日


※　８０％を超えているにもかかわらず、期日までに市に報告がなされない場合は理由の有無に関わらず減算が適用されることなりますのでご注意ください。
■判定から審査の流れ
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ケアプラン


（原案作成）





＜集団指導配布資料掲載場所＞


宮崎市ホームページ（� HYPERLINK "http://city.miyazaki.miyazaki.jp"��http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp�）


トップページ＞健康・福祉＞介護保険＞事業者の皆さんへ＞平成２８年度　集団指導について





①食事の前には必ず手洗いの介助を行い、アルコール濃度80％以上の消毒用エタノールを用いて手指消毒を行うこと。


②環境消毒については、机や手すり、ドアノブ等を次亜塩素酸の希釈液でふきあげること。また、希釈液は日光に当たると濃度が低下するため、暗所での保管を行うこと。


③ホールに集まる機会を減らすなどの考慮をすること。（感染拡大防止の為）


④感染状況が続いているため、毎日、全利用者の体温測定を行い、その経過を記録し報告（提出）すること。





苦情内容





＜非常災害対策計画掲載場所＞


宮崎市ホームページ（� HYPERLINK "http://city.miyazaki.miyazaki.jp"��http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp�）


　トップページ＞健康・福祉＞介護保険＞事業者の皆さんへ＞


利用者の安全確保及び非常災害時の体制整備の強化・徹底について





























＜運営推進会議掲載場所＞


宮崎市ホームページ（� HYPERLINK "http://city.miyazaki.miyazaki.jp"��http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp�）


　　トップページ＞健康・福祉＞介護保険＞事業者の皆さんへ＞


【地域密着型サービス】運営推進介護等について





【注意】


理由の有無に関わらず、80％を超えるサービスがあればとりあえず提出しなくてはいけません。





減算が必要





正当な理由に


該当するかを


市にて審査を行う。





いずれかのサービスで80％を超える。





届出書を作成する。


（全事業所）





いずれのサービスも80％を超えていない。


（全事業所）





＜連絡先登録掲載場所＞


宮崎市ホームページ（� HYPERLINK "http://city.miyazaki.miyazaki.jp"��http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp�）


　　トップページ＞健康・福祉＞介護保険＞事業者の皆さんへ＞


【全サービス】介護サービス事業所の連絡先の登録について





＜喀痰吸引等の実施掲載場所＞


宮崎市ホームページ（� HYPERLINK "http://city.miyazaki.miyazaki.jp"��http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp�）


　　トップページ＞健康・福祉＞介護保険＞事業者の皆さんへ＞


適正な喀痰吸引等の実施について





＜各種情報連絡掲載場所＞


宮崎市ホームページ（� HYPERLINK "http://city.miyazaki.miyazaki.jp"��http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp�）


　　トップページ＞健康・福祉＞介護保険＞事業者の皆さんへ





＜質問方法掲載場所＞


宮崎市ホームページ（� HYPERLINK "http://city.miyazaki.miyazaki.jp"��http://www.city.miyazaki.miyazaki.jp�）


　　トップページ＞健康・福祉＞介護保険＞事業者の皆さんへ＞


質問方法について【質問連絡票】





提出は不要。


事業所にて


5年間保管。





減算は不要





正当な理由のどれに該当するかを確認し、届出書を提出する。


（控えを事業所にて


5年間保管。）





サービス


担当者会議





モニタリング


評価





アセスメント





・　予後予測に基づく再アセスメント





・　ケアプラン原案に対して各サービス担当者から


専門的な視点で検討調整、認識を共有（多職種協働）し、利用者の同意を得てプラン決定





・　総合的な援助指針、目標（達成時期）を設定


・　目標達成のために必要なサービス種別、回数を設定





・　利用者の置かれている状況の把握


・　生活上の支障・要望などに関する情報を収集


・　心身機能の低下の背景・要因を分析


・　解決すべき生活課題（ニーズ）と可能性を把握








背景や


原因の分析





改善策








○利用者への処遇対応マニュアルを作成し、職員に配布。作成したマニュアルを


研修等により周知する。


○人員基準を満たさない月や、実施していない介護サービス分の介護報酬の返還。


○各種マニュアルや重要事項説明書、契約書の見直し。


○介助体制、介護方法の見直し。


○高齢者虐待に関する研修会等を実施し、事業所内の認識を高める。








○事業所、職員の対応が悪い（言葉遣いが乱暴、利用者に対する尊厳がない）。


○介護事故等に対する謝罪または誠意がない。


○有料老人ホームに入居しているが、系列の介護事業所の利用を強要され怖い。


○基準を満たした運営をしていない（職員数が少ない、入浴回数が少ないなど）。


○入所時の契約や重要事項説明書と異なる運営をしている。





改善報告


・報告書提出


・苦情報告者への説明





事業所を指導


・背景、原因の分析


・改善策の検討、実施


・介護報酬の返還 など





事実確認


事業所(従業員や利用者等)への聴取





苦情受付


苦情報告者から詳細を聴取
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